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産　　　　油　　　　国 一　　1 62 670 350　　　440420 400 380 340
先　進　工　業　国 134 120一100 160　　　30 『 一　　5 5 5
中　　　進　　　　国 一　31 12 一140一146　－136一120一110一　80 一　50
非　産　油　途　上　国 一　87 一　99 一128一370　－280一270一281一283一280
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（出所）　外国為替貿易研究会『国際金融』1977年6月15日号、24頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　第5表　発展途上国の資金受取額
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（注）　1．純受取額ベース
　　　2．国際機関に対する拠出・出資等を含む。
（出所）通産省『経済協力の現状と問題点』1977年、P52。
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で示したものである。それによれぽ、OECDのDAC（開発援助委員会）加盟国が、資金総額の82
％、OPEC加盟国が16％を占めている。ここに、ナイル・グラーのグロー・ミルな環流システムの確
立が急がれる理由がある。
　（3）債務ザイクルと債務返済能力
　開発途上国が援助を受け入れ、経済成長を達成し、債務を返済していく過程は、アブラモヴァッ
ツ17）、ヒーリーle）、マイクセル19）らによって究明されてきた。
　この債務サイクル・モデルは、既にわれわれが考察したギャップ理論を基礎として、それに粗援助
流入、債務累積、債務返済の関係を組み込んだものである。
　第3図はアブラモヴィッツ・モデルを示したものである。この図にそくして、簡単に債務返済の過
程をみておこう。
　まつ第1局面において、二つのギャップを埋めるため外国援助が流入し、債務残高は増大する。し
かし、債務返済のために純受取額（純資本流入）は徐々に減少する。第2局面に入ると、国内貯蓄
（輸出）が投資（輸入）を上回るようになり、債務残高はピークから減少局面に転じてゆく。やが
第3図　ギャップ・債務・債務返済の関係
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（出所）D．Avramovic，　Economic　Growth　and　External　Debt及
　　びR．F．　Mikesell，　The　Economics　of　Foreign　Aidより作
　　成。
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て、C点において、粗援助（資本）流入は0となり、第3局面では、債務返済のための外貨や国内貯
蓄が生み出され、経済は自立段階に入ってゆくのである。アブラモヴィッツ・モデルでは、D点に到
るまで36年かかるとされている。但し、援助条件は利子率年6％、返済期限15年、限界貯蓄性向20
％、限界資本・産出高比率3の平均的な開発途上国が想定されている。
　アブラモヴィッツ・モデルに対しては、（1）ギャップ・モデルと同様に、流入した援助がすべて投資
に振り向けられ、しかもそれが国内貯蓄や債務返済に影響を及ぼさないと仮定されている。（2）成長制
約要因を主として貯蓄投資ギャップに求めているため、適用範囲が狭い、（3）最適援助受入れ政策と援
助供与政策への示唆がない、といった批判がある2°）。
　しかし、援助借款が将来の経済成長、貯蓄、投資に及ぼす影響を分析しうるための理論的フレーム
ワークを提供したという意味で充分評価することができる。
　開発途上国の債務返済能力（Debt　Servicing　Capacity）について、よく用いられる指標は債務返済
負担比率（Debt　Service　Ratio）である。これは元本プラス利子支払額を輸出額で除したものであ
る。一般的には、債務負担比率が20～25％を超えると危険であるとされれているが、この数字には理
論的裏付けがあるわけではなく、飽くまで経験則である。この指標は特定国について、時系列的に使
用されるのであれぽそれなりの意味をもつが、ある一定時点での負担率を以てその国の債務返済能力
を論じることは的をえていない。開発途上国の経済は決して同質的なものではなく、個々の国の発展
段階、債務規模、ギャップの大きさ、対外準備、成長のトレンド、物価の安定度などの諸要因を勘案
して判断しなけれぽならない。
　この限りにおいては、債務額それ自体の大きさは問題ではなく、むしろ発展しつつある国は当然と
もいえる現象である。
　要は、開発途上国の経済運営や債務管理の能力、輸出促進努力、国内貯蓄動員努力といった、主体
的条件が厳しく求められなければならないということである。これこそが、援助の効率を高め、また
債務問題解決の糸口を与えるのである。
5．　おわりに
　以上、われわれは開発ファイナンスの国際的側面に焦点を当て、その役割や返済問題を論じてき
た。そこで明らかになったことは、たとえ援助を充分に受け取ることができたとしても、それを効率
的に使用しうるか否かは主として受取国の主体的努力にかかっているということであった。
　例えぽ、中進国の代表として、韓国を取上げてみると、外資と労働力を結合して生産力を高めると
ともに、要素賦存状況に見合う資源配分政策や為替の過大評価を改める政策によって潜在的比較優位
を顕在化させたのである21》。勿論、韓国の事例は特殊であるかもしれない。しかし、ある程度の工業
生産力を有している国々に対しては、外資を輸出産業に結びつけた一つの成功例として何らかの意味
合いをもっているように思われる。
　一方、後発開発途上国やMSAC（Most　Seriously　Affected　Countries）では、政府開発援助など
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の比較的条件のソフトな貸付けが中心であるにも拘わらず、その効果は期待したほどあがっていな
い。こうした国々には極力グラント・エレメソトの高い資金が供給されなければならないことは当然
であるが、一次産品や工業製品の輸入に対して、先進国側の寛大な措置が強く望まれるのである。
　これまでわれわれは援助の効率化という観点から開発途上国の自助努力の重要性を繰返し強調して
きたが、先進国の援助政策に全く問題がないというわけではない。
　その第1は、民間援助が公的援助を遙かに凌駕していることである。周知のように、民間資金は利
潤を求めて移動するから、その援助量には自ら限界がある。当然のこととして援助は投資効率のよい
中高所得の途上国に集中することになり、真に援助的性格の強い資金を必要とする国々には配分され
セこくいということになる。
　第2はタイディングの問題である。タイディングとは、いわゆる「ひもつき援助」のことである。
これは言うまでもなく、供与した資金で援助国の機械や工業製品の購入を義務付けることに伴なう種
々の弊害を問題とし、この弊害を除去するために、援助は極力アソタイイソグなものにすべきである
という議論である。もっとも、開発途上国のプロジェクトや技術が援助供与国の機械や設備と密接に
結びついていることが多いため、止むを得ないところもある。
　こうした援助に伴なう不利な点が徐々に改善され且つ先進諸国の寛大で思い切った、しかもキメの
細かい援助政策が実施されることにより援助の価値は高まる。しかし、勿論、援助が経済発展に有効
な役割を果すか否かは、途上国の自助努力、主体的努力にかかっていることに変わりはないのであ
る。
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